
（平成２３年９月２８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 14 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 12 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 22 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 18 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 4449 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年７月から 50 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年４月から 50 年３月まで 

    私は、年金の裁定請求の頃、農協の年金相談会で社会保険労務士に相

談したところ、国民年金保険料の未納期間があることを知った。私の

母が国民年金の加入手続をし、妹と一緒に保険料を納付してくれたと

思うが、私も昭和 49 年４月に結婚した後にＡ市で夫婦二人の加入手続

をした時に保険料をまとめて納付した記憶がある。妹の保険料が納付

済みとなっているのに私の保険料が未納となっていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち昭和 48 年７月から 50 年３月までについて、申立人は、

国民年金の加入手続について、その母が加入手続をしてくれたと思うが、

自らもＡ市役所で加入手続をした記憶があり、その時に時効になるまで

の期間の夫婦二人分の国民年金保険料をまとめて納付した記憶があると

しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後

の被保険者の資格取得時期から昭和 50 年８月頃に払い出されたと推認

され、その時点では、申立期間のうち昭和 48 年７月から 50 年３月まで

は、過年度納付により保険料を納付することができる期間である。 

    また、申立人の国民年金の加入期間約 37 年間のうち、申立期間３年

間を除き国民年金保険料は納付済みであり、前納期間もあるなど保険料

の納付意識は高かったものと認められる上、21 か月と比較的短期間で

ある当該期間の保険料を過年度納付できなかった特段の事情は見当たら

ない。 



                      

  

    さらに、国民年金の加入を勧めた申立人の両親の国民年金保険料は納

付済みであり、両親から加入を勧められた申立人の姉弟は 20 歳から保

険料を全て納付済みであり、申立人家族の国民年金制度と保険料納付に

ついての意識は高かったと考えられる。 

 

  ２ 一方、申立期間のうち昭和 47 年４月から 48 年６月までの期間につい

ては、申立人は、その母が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料

を納付したとしているが、その母は既に他界しており、申立人は国民年

金の加入手続及び保険料の納付に直接関与していないことから、これら

の状況が不明である。 

また、上記のとおり国民年金の加入手続を行った昭和 50 年８月頃の

時点では時効により国民年金保険料を納付できない期間である上、当委

員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

    さらに、申立人は、特例納付のことは知らなかったとしており、特例

納付により国民年金保険料を納付した事情も見当たらない。 

    加えて、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 48 年７月から 50 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4451 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 38 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 38 年５月まで 

申立期間について、私は生後１歳半の頃から母方の祖父母の家（Ａ地

Ｂ郡Ｃ村、現在はＤ町）で育てられ、国民年金制度の開始と共に祖父が

国民年金に加入してくれて、保険料も祖父が納付していた。当時加入し

た国民年金手帳を現在保管している。 

申立期間の国民年金が未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、その祖父が申立人の国民年金の加入手続

及び国民年金保険料を納付したとしている。これについて、申立人は、オ

ンライン記録及び国民年金被保険者名簿（旧台帳）に一切記録されていな

い国民年金手帳（国民年金手帳記号番号＊）を所持しており、その国民年

金手帳に記載された氏名及び生年月日は申立人のそれと一致し、住所につ

いても申立人が出生し、当時住んでいたとするその祖父母の住所（Ａ地Ｂ

郡Ｄ町Ｅ地＊）と一致していることから、当該年金手帳は申立人のもので

あると推認されるところ、当該国民年金手帳記号番号がオンラインに記録

が無いことから、行政の記録管理に不備が見られる。 

また、上記、国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の

資格取得時期から、昭和 36 年１月頃に払い出されたと推認され、このこ

とから、申立期間の国民年金保険料は納付できる期間である上、当該年金

手帳から 36 年４月から同年７月までの４か月分の国民年金印紙（100

円）が貼られＤ町の検認印を受けていたことも認められる。 

さらに、申立人と当時同居していた、その叔母夫婦の国民年金保険料は



                      

  

納付済みである上、26 か月と比較的短期間である、申立期間の保険料を

納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6189 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①の標準賞与額については、厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の申立

期間①の標準賞与額に係る記録を 21 万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間②、③、④、⑤、⑥及び⑦に係る標準賞与額に

ついては、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基

礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、当該期間

に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、申立人の当該期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間②は 20 万 4,000 円、申立期間③は 18 万 4,000 円、

申立期間④及び⑤は 18 万 9,000 円、申立期間⑥及び⑦は 18 万 4,000 円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間  ： ① 平成 16 年７月 10 日 

② 平成 16 年 12 月 10 日 

           ③ 平成 17 年８月 25 日 

           ④ 平成 18 年３月 14 日 

           ⑤ 平成 18 年８月 31 日 

           ⑥ 平成 18 年 12 月 20 日 

           ⑦ 平成 19 年８月 25 日 

  給与支給明細書には、申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除され

ていたが、厚生年金保険被保険者記録には申立期間の賞与の記録が抜け

ているので、欠落している賞与の記録を標準賞与として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

１ 申立人が提出した給与支給明細書により、申立人は、Ａ株式会社から

申立期間①に係る賞与の支払を受け、その主張する標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ



                      

  

る。 

また、申立期間①の標準賞与額については、給与支給明細書の厚生年

金保険料控除額から、21 万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主が、年金事務所に対して当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後の平成 22 年４月 20 日に 16 年 12 月 10 日支払分

の賞与と合算して申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出

したことが確認できる上、納付義務を履行していないことを認めている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間①に係る標準

賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

２ Ａ株式会社の賞与支払届及び元同僚の給与支給明細書から、申立人は、

申立期間②、③、④、⑤、⑥及び⑦において賞与の支払を受け、厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞

与に係る厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準

賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、元同僚の給与支給明細

書の厚生年金保険料控除額から、平成 16 年 12 月 10 日は 20 万 4,000 円、

17 年８月 25 日は 18 万 4,000 円、18 年３月 14 日及び同年８月 31 日は

18 万 9,000 円、同年 12 月 20 日及び 19 年８月 25 日は 18 万 4,000 円と

することが必要である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主が、年金事務所に対して政府の当該保険料

を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月 20 日に当該期

間に係る賞与支払届を提出している上、納付義務を履行していないこと

を認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該期間の標

準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6190 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①の標準賞与額については、厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の申立

期間①の標準賞与額に係る記録を 24 万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間②、③、④、⑤及び⑥に係る標準賞与額につい

ては、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎と

なる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、当該記録を取り消し、申立人の当該期間の標準賞与額に係る

記録を、申立期間②は 23 万 3,000 円、申立期間③は 21 万円、申立期間④

及び⑤は 24 万円、申立期間⑥は 23 万 4,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： ① 平成 16 年７月 10 日 

② 平成 16 年 12 月 10 日 

           ③ 平成 17 年８月 25 日 

           ④ 平成 18 年３月 14 日 

           ⑤ 平成 18 年８月 31 日 

           ⑥ 平成 18 年 12 月 20 日 

  給与支給明細書には、申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除され

ていたが、厚生年金保険被保険者記録には申立期間の賞与の記録が抜け

ているので、欠落している賞与の記録を標準賞与として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

１ Ａ株式会社の賞与支払届及び事業主の供述により、申立人は、申立期

間①に係る賞与の支払を受け、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準賞与額については、賞与支払届及び事業主の

供述から、24 万円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立期間①の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主が、年金事務所に対して当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後の平成 22 年４月 20 日に 16 年 12 月 10 日支払分

の賞与と合算して申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出

したことが確認できる上、納付義務を履行していないことを認めている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間①に係る標準

賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

２ Ａ株式会社の賞与支払届及び元同僚の給与支給明細書から、申立人は、

申立期間②、③、④、⑤及び⑥において賞与の支払を受け、厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞

与に係る厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準

賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、元同僚の給与支給明細

書の厚生年金保険料控除額から、平成 16 年 12 月 10 日は 23 万 3,000 円、

17 年８月 25 日は 21 万円、18 年３月 14 日及び同年８月 31 日は 24 万円、

同年 12 月 20 日は 23 万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主が、年金事務所に対して政府の当該保険料

を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月 20 日に当該期

間に係る賞与支払届を提出している上、納付義務を履行していないこと

を認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該期間の標

準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6191 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間①の標準賞与額については、厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の申立

期間①の標準賞与額に係る記録を 55 万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間②、③、④、⑤、⑥及び⑦に係る標準賞与額に

ついては、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基

礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人は、当該期間

に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、申立人の当該期間の標準賞与額に

係る記録を、申立期間②は 53 万 6,000 円、申立期間③は 48 万 2,000 円、

申立期間④及び⑤は 49 万 5,000 円、申立期間⑥及び⑦は 48 万 3,000 円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： ① 平成 16 年７月 10 日 

② 平成 16 年 12 月 10 日 

           ③ 平成 17 年８月 25 日 

           ④ 平成 18 年３月 14 日 

           ⑤ 平成 18 年８月 31 日 

           ⑥ 平成 18 年 12 月 20 日 

           ⑦ 平成 19 年８月 25 日 

  給与支給明細書には、申立期間の賞与から厚生年金保険料が控除され

ていたが、厚生年金保険被保険者記録には申立期間の賞与の記録が抜け

ているので、欠落している賞与の記録を標準賞与として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

１ Ａ株式会社の賞与支払届及び事業主の供述により、申立人は、申立期

間①に係る賞与の支払を受け、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 



                      

  

また、申立期間①の標準賞与額については、賞与支払届及び事業主の

供述から、55 万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①の厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主が、年金事務所に対して当該保険料を徴収する権利が

時効により消滅した後の平成 22 年４月 20 日に 16 年 12 月 10 日支払分

の賞与と合算して申立てに係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出

したことが確認できる上、納付義務を履行していないことを認めている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立人の申立期間①に係る標準

賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

２ Ａ株式会社の賞与支払届及び元同僚の給与支給明細書から、申立人は、

申立期間②、③、④、⑤、⑥及び⑦において賞与の支払を受け、厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる賞与

に係る厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞

与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、元同僚の給与支給明細

書の厚生年金保険料控除額から、平成 16 年 12 月 10 日は 53 万 6,000 円、

17 年８月 25 日は 48 万 2,000 円、18 年３月 14 日及び同年８月 31 日は

49 万 5,000 円、同年 12 月 20 日及び 19 年８月 25 日は 48 万 3,000 円と

することが必要である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、事業主が、年金事務所に対して政府の当該保険料

を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22 年４月 20 日に当該期

間に係る賞与支払届を提出している上、納付義務を履行していないこと

を認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る当該期間の標

準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6192 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日に係る記録を平成 14 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額の

記録を 62 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14 年 10 月 31 日から同年 11 月１日まで 

平成 14 年 10 月 31 日までＡ株式会社に勤務していたにもかかわらず、

申立期間の厚生年金保険の記録が確認できないので、厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業所から提出された在職証明書、平成 14 年分給与所得に対する所得

税源泉徴収簿及び相談役・顧問就任退任記録から判断すると、申立人は申

立期間にＡ株式会社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 14 年分給与所得に対

する所得税源泉徴収簿で確認できる保険料控除額の記録から 62 万円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

当該事業主は保険料を納付したか否かについては不明としているが、事業

主が資格喪失日を平成 14 年 11 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保

険事務所（当時）がこれを同年 10 月 31 日と誤って記録することは考え難

いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され



                      

  

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6194 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のう

ち、平成 14 年８月から 15 年８月までを 26 万円、16 年４月から同年８月

までを 28 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14 年７月１日から 16 年９月１日まで 

    有限会社Ａに勤務していた期間のうち、給料支払明細書を所持してい

る平成 15 年４月から 16 年８月までの全ての期間において、ねんきん定

期便で確認した標準報酬月額及び保険料納付額が給料支払明細書の給与

の合計額及び保険料控除額と一致していない。給料支払明細書を所持し

ていない 14 年７月から 15 年３月までの期間もあわせて、調査の上、正

しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下

「特例法」という。）に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人から提出され

た給料支払明細書及び事業所から提出された平成 14 年７月から 16 年９月

までの賃金台帳において確認できる保険料控除額から、14 年８月から 15

年８月までを 26 万円、16 年４月から同年８月までを 28 万円とすること

が妥当である。 



                      

  

一方、申立期間のうち平成 14 年７月及び 15 年９月から 16 年３月まで

の期間については、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険

料額又は報酬月額に見合う標準報酬月額はオンライン記録により確認でき

る標準報酬月額と同額であることから、特例法による保険給付の対象に当

たらないため、あっせんは行わない。 

なお、申立人の申立期間のうち、平成 14 年８月から 15 年８月までの期

間及び 16 年４月から同年８月までの期間に係る厚生年金保険料の事業主

による納付義務の履行については、事業主は事務手続に誤りがあったこと

を認めていることから、事業主は、当該賃金台帳において確認できる厚生

年金保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保

険事務所（当時）は、当該報酬月額に見合う厚生年金保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6195 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、平成３年 12 月１日から５年 10 月１日までの

期間に係る標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認

められることから、３年 12 月から４年９月までは 28 万円、同年 10 月か

ら５年９月までは 30 万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の申立期間のうち、平成５年 10 月１日から７年７月１日

までの期間については、申立人は、30 万円の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、当該期間の標準報酬月額に係る記録を 30 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主が、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 12 月１日から７年７月１日まで 

    社会保険事務所（当時）の記録では、私が株式会社Ａに勤務していた

期間のうち、平成３年 12 月から７年６月までの標準報酬月額が 11 万

8,000 円とされている。３年 10 月から４年９月までの給与は 28 万円、

５年 10 月からの給与は 30 万円であり、申立期間に給与が下がるような

ことは無かった。この期間の標準報酬月額を調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険の

標準報酬月額は、当初、平成３年 12 月から４年９月までの期間について

は 28 万円、同年 10 月から５年２月までの期間については、30 万円と記

録されていたところ、５年３月 29 日付けで、４年 10 月の定時決定を取り

消し、３年 12 月まで遡って 11 万 8,000 円に引き下げられていることが確

認できるとともに、申立人のほかにも 68 人の従業員について申立人と同



                      

  

様に同日付けで標準報酬月額が減額訂正されていることが確認できる。 

また、株式会社Ａの元経理責任者は「当時、社会保険料の滞納が約

3,000 万円あった。」と述べるとともに、複数の同僚が「当時、経営状態

は良くなかった。」と述べていることから、当該事業所では平成５年３月

当時、厚生年金保険料等の滞納があったと考えられる。 

さらに、申立人について複数の同僚が「ショップの普通の店員であっ

た。」「手当の付かない店長クラスの社員だった。」と述べるとともに、

当該事業所の商業登記簿謄本に申立人の氏名は無いことから、申立人が当

該遡及訂正処理に関与していないと認められる。 

これらの事実を総合的に判断すると、平成５年３月 29 日付けで行われ

た遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について３年

12 月に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは

認められないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは

認められない。このため、当該遡及訂正処理の結果として記録されている

申立人の３年 12 月から５年９月までの期間に係る標準報酬月額について

は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た３年 12 月から４年９月まで

の期間については 28 万円、同年 10 月から５年９月までの期間については

30 万円に訂正することが必要と認められる。 

なお、申立期間のうち、平成５年 10 月から７年６月までの期間につい

ては、５年 10 月及び６年 10 月の定時決定において、申立人の標準報酬月

額は 11 万 8,000 円と記録されているところ、当該処理については上記遡

及訂正処理と直接的な関係をうかがわせる事情は見当たらず、社会保険事

務所の処理が不合理であったとはいえない。 

一方、平成３年 10 月から７年６月までの期間について、申立人は「当

該期間に報酬月額が下がったことは無い。」と供述しているところ、この

うち６年１月から同年 12 月までの期間に係る標準報酬月額については、

申立人が所持する平成７年度住民税・県民税特別徴収税額通知書（納税義

務者用）から、30 万円であることが推認できる。 

また、申立期間のうち、平成５年 10 月から同年 12 月までの期間及び７

年１月から同年６月までの期間に係る標準報酬月額については、当該期間

が５年 10 月及び６年 10 月の定時決定に係る期間を含む６年中の標準報酬

月額が上記住民税・県民税特別徴収税額通知書で 30 万円と推認できる上、

申立人と同様に５年３月 29 日付けで３年 12 月に遡って標準報酬月額が減

額訂正され、５年 10 月の定時決定以降において、当該減額訂正後の標準

報酬月額と同額の標準報酬月額が記録されている複数の従業員から提出さ

れた５年 10 月から７年７月までの給与明細書等によると、報酬月額又は

厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額はオンライン記録の標準報酬

月額よりも高額であり、かつ一定額で推移していたことが確認できること



                      

  

を踏まえると、当該期間においても、30 万円の標準報酬月額であったと

推認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、平成５年 10 月から７年６月

までの期間について、平成７年度住民税・県民税特別徴収税額通知書から

推認される標準報酬月額である 30 万円に基づく厚生年金保険料が控除さ

れていたとするのが相当であり、当該期間の標準報酬月額の記録を 30 万

円に訂正することが必要である。 

なお、申立人の申立期間のうち、平成５年 10 月から７年６月の期間に

係る保険料の事業主による納付義務の履行については、株式会社Ａは、既

に適用事業所でなくなっている上、事業主は当時の資料は保存していない

と回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、上述の住民税・県民税特別徴収税額通知書から推認される保険料

控除額に見合う報酬月額の届出を社会保険事務所に行ったか否かについて

は、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行

ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6199 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日に係る記録を昭和 26 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 26 年８月 27 日から同年９月１日まで 

Ａ株式会社（本社）から同社Ｂ工場へ転勤しただけなのに、本社での

資格喪失日が昭和 26 年８月 27 日になっており、同年８月が厚生年金保

険の被保険者期間に含まれていない。 

申立期間（昭和 26 年８月）を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の同僚から提出されたＣ株式会社（昭和 39 年３月１日にＡ株式

会社から名称変更）における 49 年 11 月３日の永年勤続表彰受賞者名簿、

複数の同僚証言により、申立人はＡ株式会社に継続して勤務し（同社本社

から同社Ｂ工場（オンライン記録ではＥ株式会社Ｂ工場）に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

なお、申立人のＡ株式会社Ｂ工場への異動日については、申立人の妻の

証言及びＡ株式会社における申立人や申立人と同じ職場（経理担当）に勤

務していたとしている複数の同僚のオンライン記録に係る厚生年金保険被

保険者資格の得喪が、申立期間以外は全て１日付けとなっていることから、

昭和 26 年９月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社におけ



                      

  

る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）及び健康保険厚生年金保険被保険

者名簿の昭和 26 年７月の記録から、8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について、申

立期間当時の事業主は既に亡くなっている上、Ｃ株式会社は、登記による

と、平成 17 年３月＊日株主総会の決議により解散しており、清算人も申

立人に係る社会保険関係資料等を保管していないとしており、このほかに

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでない

と判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

(当時)に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6205 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主から控除されていたことが認められることから、申立期

間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 53 万円、申立期間②は 55 万

円、申立期間③は 50 万円、申立期間④及び⑤は 40 万円、申立期間⑥、⑦

及び⑧は 50 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月７日 

             ② 平成 15 年 12 月９日 

             ③ 平成 16 年７月 12 日 

             ④ 平成 16 年 12 月９日 

             ⑤ 平成 17 年７月 11 日 

             ⑥ 平成 17 年 12 月 12 日 

             ⑦ 平成 19 年７月 11 日 

             ⑧ 平成 19 年 12 月７日 

    有限会社Ａから支給された平成 15 年７月から 19 年 12 月まで計８回

の賞与について、厚生年金保険料を控除されている。しかし、年金事務

所の記録では保険料納付の記録が無いため、申立期間の標準賞与額の記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①から⑧までの標準賞与額については、申立人提出の賞与明細

書及び事業主提出の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳により、当該期間におい

て賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

   また、当該期間に係る標準賞与額については、前述の賞与明細書及び事



                      

  

業主提出の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳で確認できる厚生年金保険料控除

額から、申立期間①は 53 万円、申立期間②は 55 万円、申立期間③は 50

万円、申立期間④及び⑤は 40 万円、申立期間⑥、⑦及び⑧は 50 万円とす

ることが妥当である。 

   なお、申立人の申立期間①から⑧までに係る厚生年金保険料の事業主に

よる納付義務の履行については、事業主は厚生年金保険料を納付していな

いと認めていることから、事業主は、申立人に係る賞与額を社会保険事務

所(当時)に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張

する標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

    



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6208 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の申立期間に係る厚

生年金保険の標準報酬月額は、申立人の主張する標準報酬月額であったと

認められることから、申立期間の標準報酬月額の記録を 38 万円に訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 10 月１日から４年９月 30 日まで 

    Ａ株式会社Ｂ部（現在は、Ｃ株式会社Ｄ所）に勤務した期間のうち、

申立期間の標準報酬月額が８万円となっているが、当該期間の給与は約

38 万円で、給与に見合った厚生年金保険料が控除されていたと思うの

で、申立期間の標準報酬月額の記録を 38 万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライン記

録によると、８万円と記録されていることが確認できる。 

しかしながら、Ａ株式会社Ｂ部が加入しているＥ基金の厚生年金基金加

入員台帳から、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、38 万円となっ

ていることが確認できる。 

また、事業主は、「申立期間当時の算定基礎届は５枚複写で、１、２枚

目を厚生年金基金、３枚目を幹事金融機関、４、５枚目を社会保険事務所

に提出していた。」と供述しており、Ｅ基金も、算定基礎届の届出様式に

ついて、同様の供述をしていることから、当該基金に提出されたものと同

一の算定基礎届を社会保険事務所に届け出ていたものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、事業主は、申立人が

主張する標準報酬月額（38 万円）に係る届出を社会保険事務所に行った

ことが認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6209 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、平成 16 年２月１日から同年５月 20 日までの期間に係る厚生

年金保険料を事業主から控除されていることが認められることから、申立

人の株式会社Ａにおける資格取得日に係る記録を同年２月１日、資格喪失

日を同年５月 21 日とし、当該期間に係る標準報酬月額の記録を同年２月

は 24 万円、同年３月及び同年４月は 36 万円にすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年２月１日から同年５月 20 日まで 

    申立期間当時に株式会社Ａに勤務し厚生年金保険料が控除されていた

が記録が無いので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人提出の株式会社Ａに係る給料支払明細書、退職証明書及び未払賃

金の立替払に係る確認通知書により、申立人は、平成 16 年２月１日から

同年５月 20 日までの期間において同社に継続して勤務し、当該期間の厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年

金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、申立人提出の給料支

払明細書において確認できる報酬月額及び保険料控除額から、平成 16 年

２月は 24 万円、同年３月及び同年４月は 36 万円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、申立期間当時の事業主に確認するものの、回答は得られなかっ

たが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された

場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出する機会があったことと

なるが、いずれの機会においても社会保険事務所（当時）が当該届出を記

録していない。これは通常の事務処理では考え難いことから、事業主から

当該社会保険事務所への資格の得喪の届出は行われておらず、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る平成 16 年２月１日から同年５月 20 日ま

での厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主はこれら

の期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6213 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、Ａ所（現在は、Ｂ所）における資

格喪失日に係る記録を昭和 63 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額の記録を 36 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

Ａ所から同系列のＣ所（現在は、Ｄ所）に転勤し、継続して勤務して

いたが、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、事業主提出の申立人に係る職員名簿及び申立

人提出の職員カード等から判断すると、申立人はＥ団体の事業所に継続し

て勤務し（Ａ所からＣ所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人のＡ所の資格喪失日については、申立人の被保険者総合照

会において同所の雇用保険の離職日が昭和 63 年９月 30 日と記載されてい

ること、及び事業主の供述から同年９月 30 日まで同所に勤務していたこ

とが確認できることから、同年 10 月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ所における

昭和 63 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、36 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立期間当時の関係資料が無いため保険料を納付した

か否か不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 63 年 10 月１日と届



                      

  

け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年９月 30 日と誤って

記録するとは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月分の保険料について

納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合

を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6215 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間①に係る標準賞与額の記録については、78 万円とす

ることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 19 年 12 月 11 日 

② 平成 20 年７月 28 日 

③ 平成 20 年 12 月 27 日 

    Ａ株式会社に平成 19 年９月から 21 年２月までＢ部長として勤務した。

この間の 19 年冬、20 年夏及び 20 年冬の賞与が支給されており、保険

料も控除されていたと思う。一部の賞与明細書を所持しているので、申

立期間の標準賞与額の記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人が提出した平成 19 年 12 月 11 日付けの

賞与支払明細書から、当該期間において賞与の支払を受け、厚生年金保

険料を事業主より賞与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生

年金保険料額又は申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲

内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の申立期間①に係る標準賞与額については、上記

の賞与支払明細書における当該賞与額に係る厚生年金保険料控除額から、

78 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料を納付する



                      

  

義務を履行したか否かについては、事業主は、「当時は会社が倒産する

か否かの混乱期であり、当該期間に係る賞与支払届の提出を社会保険担

当者が社会保険事務所（当時）に提出し忘れたと思うが関係資料が無く

不明。」としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間②について、申立人が提出した平成 20 年７月 28 日付けの給

与支払明細書の「その他」欄に記載の 40 万円が 20 年夏の賞与であると

しているところ、当該支払明細書の支給額が 65 万 7,200 円、厚生年金

保険料控除額が１万 7,995 円、当該控除額は 20 年７月分の報酬月額 24

万円に対するものであると認められることから、「その他」欄に記載の

40 万円に係る厚生年金保険料は控除されていないと認められる。 

 

３ 申立期間③について、申立人は平成 20 年冬の賞与は 20 万円ほど支給

されたとしているところ、同僚照会で回答があった６人のうちの２人は、

「平成 20 年冬の賞与は金一封であった。賞与支払明細書の発行は無く、

20 年 12 月 27 日付け発行のメモ用紙（明細書）に金額を記載したもの

で、厚生年金保険料の控除は無かった。」と供述している。 

また、同僚が提出した平成 20 年 12 月 26 日付けの給与支払明細書に

は、月次の給与明細だけが記載されており、「その他」欄に賞与に相当

する金額の記載は無く、また、当該賞与に相当する厚生年金保険料の控

除も確認できない。 

 

４ このほか、申立人の申立期間②及び③に係る厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が主張する標準賞与額について、申立期間②及び③に係る厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4450 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年４月から平成３年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 63 年４月から平成３年３月まで 

昭和 62 年 11 月頃、私の父がＡ町役場にて国民年金の加入手続を行い、

保険料の納付については、主に私の母が同役場にて毎月納付していた。

それにもかかわらず、申立期間の納付記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 62 年 11 月頃、その父がＡ町役場において国民年金の加

入手続を行い、保険料の納付については、主にその母が同役場において毎

月納付していたとしている。しかしながら、申立人の国民年金の加入手続

を行ったとするその父は既に他界しており、主に保険料の納付を行ったと

するその母は高齢のため証言を得られず、申立人は、国民年金の加入手続

及び保険料の納付に直接関与していないことから、これらの状況が不明で

ある。 

また、申立人は、申立期間当時は学生であり、任意加入被保険者であっ

たところ、申立人が所持する年金手帳の国民年金の記録（１）における被

保険者となった日欄には平成３年４月１日と記載され、Ｂ市の国民年金被

保険者名簿及びオンライン記録の資格取得年月日も同年月日と記載されて

いることから、申立期間は未加入期間と推認され、制度上保険料を納付で

きない期間である上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調

査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当

たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4452 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年６月から 50 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年６月から 50 年 12 月まで 

申立期間について、私の母が私の国民年金の加入手続を行い、国民年

金保険料を納めていた。加入手続をした母は既に他界しているため詳細

は不明である。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人は、その母が申立人の国民年金の加入手続を

行い、国民年金保険料を納付したとしている。しかしながら、申立人は国

民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、申立人の国民

年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付したとするその母は既に他

界しているためこれらの状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 53 年４月頃に払い出されたと推認され、その

時点では、申立期間は時効により保険料を納付できない期間である上、当

委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   加えて、申立人は、国民年金手帳に記載された資格取得年月日の時期ま

で遡って保険料を納付していると主張しているが、この資格取得年月日は、

加入手続時期及び保険料の納付の始期にかかわらず、強制加入の初日まで

遡及して記載されるものであることから、保険料納付の始期を示すもので



 

  

はない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4453 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年４月から 54 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年４月から 54 年７月まで 

    私は、昭和 49 年３月に会社を退職した時に、Ａ町役場（現在は、Ｂ

市役所）で、国民年金の加入手続を行い、年金手帳を窓口で受け取り、

その後、同役場から郵送された納付書に現金を添えて同役場窓口、農

協、郵便局又はＣ銀行（当時）で定期的に納付したはずである。申立

期間が未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 49 年３月に会社を退職した時に、Ａ町役場で、国民年

金の加入手続を行い、年金手帳を窓口で受け取り、その後、同役場から郵

送された納付書に現金を添えて定期的に納付したはずであるとしている。

しかしながら、申立人はＡ町役場で加入手続を行った時の状況及び納付し

た保険料額等の納付状況に関する記憶が明確でない上、加入手続した時に

受け取ったとする年金手帳は火事で消失してしまったとしており、これら

の状況が不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 54 年８月頃に払い出されたと推認されるとこ

ろ、申立人が現在所持する年金手帳の、初めて被保険者となった日欄には

「昭和 54 年８月 16 日」と記載され、オンライン記録の資格取得年月日も

同年同月同日とされていることから、申立期間は未加入期間であり、制度

上、保険料を納付できない期間である上、当委員会においてオンラインの

氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡も見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連



 

  

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4454 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年４月から５年３月までの期間、５年４月、同年５月及

び 14 年２月から 18 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成４年４月から５年３月まで 

             ② 平成５年４月及び同年５月 

             ③ 平成 14 年２月から 18 年３月まで 

    私は、ねんきん特別便で未納期間があることを知った。 

申立期間①は、学生であったが、免除申請手続をした覚えは無く、こ

の期間の国民年金保険料は、両親が家計費とは別に仕送りをしてくれた

お金で１年分又は半年分ずつ私が納付したはずである。 

申立期間②は、厚生年金保険に加入しているにもかかわらず、私又は

妻が国民年金保険料を誤って納付したかもしれないので調べてほしい。 

申立期間③は、住所を何回か変えたが、Ａ市から平成 16 年 11 月にＢ

市へ住所を移動するまでの期間は、父親が国民年金の加入手続及び保険

料納付をしてくれたはずで、その後は自分できちんと納付した。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、申立期間①の国民年金保険料は、そ

の両親が仕送りしたお金で、申立人自身が納付したとしているが、申

立人は納付した保険料の期間、保険料の金額、納付場所等の記憶が明

確でなく納付状況は不明である。 

また、申立人は免除申請手続をした覚えは無いとしている。これにつ

いて、Ｃ市が作成した国民年金保険料の収滞納リスト（平成５年 11 月

17 日作成）には、申立期間①について免除されていることを示す記号

である「メ」が記載されており、また、オンライン記録には、「当該／

申請」欄に「平４．４．１」と、「始期－終期」欄に「平４．４－平５．

３」と、「処理年月日」欄に「平４．８．11」と記載されていることか

ら、申立期間①については免除申請が行われたと考えるのが自然である。 



 

  

 

２ 申立期間②について、申立人は、厚生年金保険に加入しているにもか

かわらず、申立人自身又はその妻が国民年金保険料を誤って納付したか

もしれないとしているが、申立人は、上記申立期間①と同様に納付した

とする記憶が明確でなく、保険料を納付したかもしれないとするその妻

からは証言を得られず納付状況は不明である。 

また、上記収滞納リスト（平成６年 10 月 12 日作成）によると、申立

人に平成５年４月及び同年５月の納付書が作成されたことが記載されて

いるが、納付金額及び納付年月日は空欄で納付された記載は見当たらな

い。 

 

３ 申立期間③について、申立人は申立期間③のうち、平成 14 年２月か

ら 16 年 10 月までの期間は、その父親が国民年金の加入手続及び保険料

納付をしてくれたとしているが、その父親からは健康上の理由で証言が

得られず、申立人はこの期間の国民年金の加入手続及び保険料納付につ

いて直接関与していないことから、これらの状況が不明である。 

  また、申立期間③のうち、Ｂ市へ住所を移動した平成 16 年 11 月から

18 年３月までの期間は、申立人自身が納付したとしているが、申立人

は、この期間の国民年金の加入手続及び保険料納付についての記憶が明

確でなく、これらの状況は不明である。 

さらに、オンライン記録では、申立期間③は、国民年金の加入期間と

記録されておらず、未加入期間であって、制度上保険料を納付すること

はできない期間である上、当委員会においてオンラインの氏名検索等に

より調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形

跡も見当たらない。 

加えて、申立人は、平成 17 年分及び 18 年分の「給与所得者の保険料

控除申告書兼給与所得者の配偶者特別控除申告書」及び「職員給与簿」

を提出したが、当該申告書の「社会保険料控除」欄には、国民年金の申

告は見当たらない。 

 

４ 申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

５ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付し

ていたものと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6193 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成 11 年３月１日から同年８月１日まで 

有限会社Ａで事業主及び一従業員として毎日現場に出て働いていたが、

平成 11 年３月から同年７月までの期間について、厚生年金保険の標準

報酬月額が、国の記録ではそれまで 50 万円だったものが 11 万円に引き

下げられているが、申立期間の給料は 50 万円で、厚生年金保険料も４

万 3,375 円を納付していた。資料として、会社の総勘定元帳を提出する。

標準報酬月額の記録がおかしいので、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録では、有限会社Ａが平成 11 年８月１日に厚生年金保険

の適用事業所ではなくなった旨を処理した同年同月 20 日付けで、申立人

の標準報酬月額が、同年３月１日まで５か月遡及して、それまで 50 万円

だったものが 11 万円に減額した随時改定が行われていることが確認でき

るところ、取締役である申立人の妻は、「自分が会社の社会保険関係の事

務を担当していたが、申立人の標準報酬月額を 11 万円に引き下げる手続

をした記憶が無い。標準報酬月額が減額されていることは、知らなかっ

た。」と回答している。 

 また、申立人が提出した有限会社Ａに係る総勘定元帳によると、申立人

は、平成 11 年３月から同年６月までの期間について、標準報酬月額 50 万

円に相当する厚生年金保険料を事業主により控除されていることが確認で

きる。 

しかしながら、法人登記簿謄本によると、申立人は、申立期間当時、有

限会社Ａの代表取締役であることが確認できるとともに、同社従業員は、

「会社が厚生年金保険から脱退する以前から、給料が下げられたりしてい



  

たので、会社は経営不振だったと思われる。」と回答している。 

また、オンライン記録によると、平成 11 年８月 20 日付け随時改定によ

り標準報酬月額が引き下げられた者は、申立人のほかに確認できないとこ

ろ、前年の 10 年８月の随時改定（処理日：10 年８月 21 日）において、

申立人の標準報酬月額が 70 万円（当時、標準報酬月額に係る厚生年金保

険の上限額は 59 万円であったが、健康保険の上限額は 98 万円であっ

た。）から 50 万円に引き下げられ、かつ、取締役である妻の標準報酬月

額が 30 万円から９万 2,000 円（当時の標準報酬月額の下限額）に引き下

げられていることを踏まえると、11 年８月 20 日付け標準報酬月額の随時

改定について、社会保険事務所（当時）が事業主の同意を得ずに、又は事

業所の一切の関与も無しに、無断で処理を行ったとは考え難い。 

   これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する

責任を負っている代表取締役であることから、会社の業務としてなされた

行為については責任を負うべきであり、記録訂正の原因となった会社の行

為がありながら、当該訂正処理が有効なものではないと主張することは信

義則上許されず、申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額の記録に

係る訂正を認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6196 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年８月１日から２年５月１日まで 

  日本年金機構から標準報酬月額の記録について連絡があり、確認した

ところ平成元年８月から２年４月までの期間について、現在９万 8,000

円と記録されているようだが、私は総支給額が 55 万円であったと記憶

している。会社は当時の資料は残っていないということだが、社会保険

労務士事務所が保管する標準報酬改定通知書等があるので確認して正し

い金額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した平成２年４月随時改定に係る健康保険厚生年金保険被

保険者標準報酬改定通知書によると、申立人の決定後の標準報酬月額は

56 万円であることが確認できる。 

   しかしながら、同標準報酬改定通知書の健康保険被保険者証の番号は申

立人の番号（＊）ではなく別人の番号（＊）となっていることが確認でき

るところ、当該別人のオンライン記録は、同標準報酬改定通知書に記載さ

れている「従前の標準報酬月額」（50 万円）及び「決定後の標準報酬月

額」（56 万円）と一致している上、平成２年定時決定時の健康保険厚生

年金保険被保険者標準報酬決定通知書の当該別人に係る「従前の標準報酬

月額」は、同年４月随時改定にて改定された標準報酬月額（56 万円）と

記載されていることから、同年４月随時改定時の健康保険厚生年金保険被

保険者標準報酬改定通知書は、申立人ではなく当該別人についての届出で

あるものと推認できる。 

   また、平成２年定時決定に係る健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬



  

決定通知書によると、申立人の従前の標準報酬月額（９万 8,000 円）はオ

ンライン記録と一致している上、申立人が主張する標準報酬月額に訂正し

た履歴は見当たらない。 

   さらに、申立人の標準報酬月額については、遡って訂正しているなど、

不合理な処理が行われた形跡は見当たらない。 

加えて、事業所は申立人に係る賃金台帳等の保存は無いとしていること

から、厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6197 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33 年 10 月１日から同年 11 月１日まで 

Ａ株式会社Ｂ所が昭和 33 年 10 月１日に閉鎖となり、同社の出向社員

はＣ地にある本社に引き上げたが、自分は同じビル内にあった株式会社

ＤのＥ店に異動して、一日の空白も無く勤務を続けた。この異動した直

後の１か月が資格を喪失しているのは納得できない。申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社が提出した申立人に係る社員管理台帳により、申立人の退職

日は昭和 33 年 10 月１日であることが確認でき、その日付に基づく申立人

の資格喪失届を社会保険事務所（当時）に提出していると回答していると

ともに、同社の「Ｆ」によりＢ所が閉鎖されたのは同年 10 月としている

ことから、申立人が資格を喪失した時期に閉鎖したものと推測される。 

   また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に

より、申立人が昭和 33 年 10 月１日に資格を喪失していることが確認でき、

オンライン記録に一致している。 

   さらに、Ａ株式会社Ｂ所に申立人の申立期間当時に勤務した同僚は「昭

和 33 年の秋頃に同事務所が閉鎖になったときに申立人は退職し、隣にあ

った株式会社ＤのＥ店に新規入社したと思うが、その時期は定かでな

い。」と供述していることから、申立人がＡ株式会社Ｂ所の閉鎖に伴って、

同社を退職し、株式会社ＤのＥ店に入社したと考えられる。 

一方、株式会社ＤのＥ店は、昭和 63 年３月１日に厚生年金保険の適用

事業所の資格を喪失しており、その後、同社本店はＧと合併し、現在は株

式会社Ｈとなっているところ、同社には株式会社Ｄ当時の関係資料の保管



  

は無いとしている。 

   また、株式会社ＤのＥ店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

り、申立人が昭和 33 年 11 月１日に資格を取得していることが確認でき、

健康保険番号に欠番は無い。 

   さらに、株式会社ＤのＥ店の複数の同僚に照会し、一人から回答を得た

が、当該同僚が申述した入社日はオンライン記録の被保険者期間と一致し

ていることから、申立期間当時の同社では新規入社の社員に対する試用期

間は設けられていなかったとみられるが、当該同僚から申立人に係る供述

は無く、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況等

について、確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与

からの控除については、申立人に明確な記憶が無く、これを確認できる関

連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6198 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 23 年３月１日から 30 年６月 21 日まで 

Ａ株式会社に昭和 23 年３月１日から 30 年６月 21 日まで勤務したが、

この期間は脱退手当金を受給したことになっている。しかし、脱退手当

金を受給した記憶が無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたＡ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

において、申立人が資格喪失した前後２年以内に資格喪失し脱退手当金の

受給資格がある女性の同僚 12 人のうち、９人（申立人を含む。）が脱退

手当金を受給しており、いずれも資格喪失日から脱退手当金の支給日まで

が６か月以内であり、同僚照会した同僚の一人は、「申立期間当時の事業

所は脱退手当金の代理請求を行い、脱退手当金として支給していた。」と

供述している上、当時は通算年金制度創設前であることを踏まえると、申

立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされていた可

能性が高いものと考えられる。 

   また、申立人が勤務していたＡ株式会社に係る厚生年金保険被保険者台

帳（旧台帳）には、脱退手当金が支給されたことが記載されているととも

に、支給額に計算上の誤りは無い上、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格喪失日から約３か月後の昭和 30 年９月 13 日に支給決定されている

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6200 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年１月１日から同年８月 21 日まで 

              （Ａ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）） 

② 昭和 55 年 10 月１日から 56 年９月１日まで 

（Ｃ株式会社） 

③ 昭和 58 年 10 月１日から 59 年 10 月１日まで 

 （株式会社Ｄ） 

④ 昭和 61 年 10 月１日から平成元年８月１日まで 

（株式会社Ｄ） 

⑤ 平成元年 12 月１日から２年 10 月１日まで 

（Ｃ株式会社） 

申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、毎年定期昇給及びベース

アップ等があったにもかかわらず、変更がされていないのはおかしいの

で、調査の上、訂正してほしい。特に、昭和 58 年 10 月１日から 59 年

10 月１日までは 16 万 5,000 円、61 年 10 月１日から 62 年 10 月１日ま

では 18 万 5,000 円、同年 10 月１日から 63 年 10 月１日までは 19 万円、

同年 10 月１日から平成元年８月１日までは 19 万 5,000 円である。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、

昇給を証明できる給与明細等は無いものの、給与が毎年昇給していた時

期であったにもかかわらず、変更されていないのはおかしいと主張して

いる。 



  

 しかしながら、株式会社Ｂは、申立期間①に係る給与額や厚生年金保

険料の控除額が分かる賃金台帳等の資料を保有していないことから、当

該期間の報酬額及び保険料控除額について確認することができない。 

 また、Ａ株式会社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人は昭

和 42 年 10 月の定時決定において標準報酬月額が従前の２万 2,000 円か

ら２万 4,000 円に改定されるはずであったところ、同年 10 月に定時決

定がされる前の同年８月 21 日に資格を喪失していることが確認できる。 

さらに、Ｅ会から提出された申立人の申立期間①に係るＡ基金の加入

員報酬給与額は、オンライン記録上の標準報酬月額と一致している。 

 

２ 申立人は、申立期間②に係る標準報酬月額の相違について主張をして

いるが、Ｃ株式会社は、申立期間に係る給与額や厚生年金保険料の控除

額が分かる賃金台帳等の資料を保有していないことから、当該期間の報

酬額及び保険料控除額について確認することができない。 

 また、Ｃ株式会社の事業主は、「当時昇給はあったものの、金額は標

準報酬月額の同じ等級の範囲内に納まる程度であった。標準報酬月額の

等級変更がなされるまでに２年から３年かかっていても不自然とはいえ

ない。」と供述している。 

 さらに、Ｃ株式会社において申立人を含む複数の従業員について、昭

和 55 年 10 月の標準報酬月額の定時決定は、前年の随時改定又は定時決

定と変わらない記録となっており、一律に昇給とはなっていないことが

うかがえる。 

  

３ 申立人は、申立期間③及び④に係る厚生年金保険の標準報酬月額につ

いて、申立期間③は 16 万 5,000 円、申立期間④のうち、昭和 61 年 10

月１日から 62 年 10 月１日までは 18 万 5,000 円、同年 10 月１日から

63 年 10 月１日までは 19 万円、同年 10 月１日から平成元年８月１日ま

では 19 万 5,000 円だったと主張している。 

しかしながら、申立人が申立期間③及び④に勤務していた株式会社Ｄ

は、商業登記簿謄本によると平成 15 年６月＊日にＣ株式会社へ合併し

解散しており、同社事業主は、「申立期間に係る申立人の賃金台帳等の

資料を保有していないことから、詳細については不明ではあるが、作為

的に数字を動かしたりする行為はしていない。」としている。 

また、申立人の主張する標準報酬月額 16 万 5,000 円、18 万 5,000 円

及び 19 万 5,000 円の等級は存在しておらず、申立人も給与支給明細書

等を所持していないことから、当該期間の報酬額及び保険料控除額につ



  

いて確認することができない。 

 

４ 申立人は、申立期間⑤に係る厚生年金保険の標準報酬月額について、

昇給があったはずだと主張しているが、Ｃ株式会社の事業主は、「平成

元年においては昇給に加えて残業が多く、時間外手当が報酬に含まれた

ため、２等級アップの随時改定があったのではないか。」と供述してい

る。 

また、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額は、申立期間

⑤の直前である平成元年８月１日において、従前の等級である 18 万円

から２等級上昇したことに伴う随時改定に該当したことから、同年の定

時決定の届出は不要となっており、申立期間⑤の標準報酬月額について、

元年８月１日から翌年の定時決定までは当該随時改定における 20 万円

が適用されたと推認できる。 

 

５ 全ての申立期間である、申立期間①のＡ株式会社、申立期間②及び⑤

のＣ株式会社、申立期間③及び④の株式会社Ｄに係る事業所別被保険者

名簿をそれぞれ確認したところ、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

の記載内容に不備は無く、オンライン記録とも一致しており、遡及訂正

等の不合理な処理の形跡は見当たらない。 

このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事情及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的

に判断すると、申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6201 

 

第１ 委員会の結論    

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年３月１日から同年 12 月 26 日まで 

    Ａ株式会社に係る期間について、脱退手当金の支給申請をした記憶は

あるが、厚生労働省の記録によれば、Ｂ所における申立期間に係る脱退

手当金も合わせて支給されたことになっている。当該脱退手当金は請求

しておらず、受給もしていないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ株式会社を退職後、自ら社会保険事務所（当時）へ出向き、

同社に係る期間について脱退手当金の受給手続をした記憶があるとしてい

るところ、申立期間と受給を認めている期間は、オンライン記録上、合算

して脱退手当金が支給されたことになっている上、両方の期間を基礎とし

た脱退手当金の支給金額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

また、当時の脱退手当金裁定請求書の様式においては、「（厚生年金被

保険者証の記号番号がわからないときは）初めて被保険者として使用され

た事業所」と「最後に被保険者として使用された事業所」を記入する欄が

設けられていたことから、申立期間も併せて請求したと考えるのが自然で

ある。 

さらに、申立人から聴取しても、申立期間を含む脱退手当金を受給した

ことを疑わせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6202 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年４月１日から 45 年３月 29 日まで 

         ② 昭和 48 年８月１日から同年 12 月 31 日まで 

③ 昭和 49 年５月 13 日から同年 11 月 26 日まで 

ねんきん定期便の記録によると、申立期間の標準報酬月額が当時支払

われた給与額と相違しているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①に係る標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、当該期間については、Ａ所が保管する当時の被保険者台帳にお

いて申立人の厚生年金保険の取得年月日欄には「43.４.１」、標準報酬

月額並びに適用年月日欄は「43.８－26」と記載され、申立人のオンラ

イン記録の取得年月日及び昭和 43 年 10 月１日の標準報酬月額２万

6,000 円と一致していることが認められ、当該台帳に記載されている複

数の同僚の取得年月日はオンライン記録と一致しており、「43.８」の

数字はオンライン記録の 43 年 10 月１日の標準報酬月額と一致している

ため、「43.８」の数字は 43 年８月の算定基礎届提出月を記していると

推認できる。 

また、健康保険厚生年金保険被保険者原票で昭和 43 年４月１日に申

立人とともに資格を取得した同僚 12 人のうち中学卒業後就職したと思

われる者（昭和 25 年及び 26 年生まれ）10 人は全員取得時の標準報酬

月額が２万円、同年 10 月１日では２万 4,000 円が４人、２万 6,000 円

が６人、44 年 10 月１日では定時決定の対象となる７人のうち、２万



  

6,000 円が１人、３万円が６人となっている上、「Ａ所はＢ校を併設し

ていたので、見習として就職し、Ｂ校に通った。」と複数の同僚が供述

し、21 年生まれの申立人が同様に「Ｃ資格を取るために就職した。」

としていることから、当該複数の同僚と同程度の標準報酬月額であるこ

とに不自然さはうかがえない。 

 

２ 申立人は申立期間②に係る標準報酬月額の相違について申し立ててい

るが、Ｄ所（現在は、Ｅ所）は、申立期間当時の関係書類を保存してい

ないため、当該期間の報酬額及び保険料控除額について確認することが

できない。 

また、申立期間②に係る当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿で申立人と同日に資格を取得した同僚４人の標準報酬月額は６万

4,000 円、４万 5,000 円、７万 6,000 円であり、昭和 48 年中に資格を

取得した同僚のうち、申立人の記憶する 20 万円の標準報酬月額の同僚

は確認できない。 

 

３ 申立人は、申立期間③に係る標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、Ｆ所（現在は、Ｇ所）は、申立期間当時の関係書類を保存して

いないため、当該期間の報酬額及び保険料控除額について確認すること

ができない。 

また、申立期間③に係る当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者

原票で申立人と同日に資格を取得した同僚の標準報酬月額は５万 2,000

円、同年９月に準看護師として資格を取得した者の標準報酬月額は申立

人と同じ６万 8,000 円となっており、昭和 49 年に資格を取得した同僚

のうち、標準報酬月額が 10 万円の同僚は確認できない。 

 

４ 申立人の申立期間①及び③に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票、

申立期間②に係る健康保険厚生年金被保険者名簿を確認しても、申立人

の標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、オンライン記録とも一致し

ている上、遡及して標準報酬月額の訂正が行われた形跡も無い。 

また、申立人が申立てどおりの厚生年金保険料を控除されていたこと

を確認できる給与明細書等は無く、このほか、申立人が主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6203 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年２月１日から３年１月１日まで 

    Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、平成元年２月１日から厚生年金

保険の資格を喪失した３年１月１日までの期間の標準報酬月額が大幅に、

遡って引き下げられているのはおかしい。正しい標準報酬月額に訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人のＡ株式会社における申立期間の標準報

酬月額は、当初、47 万円と記録されていたところ、平成元年８月３日付けの

訂正処理で、同年２月から同年６月までを 20 万円に、同年７月を９万 8,000

円に遡って減額訂正され、３年１月１日に資格を喪失するまで継続している

ことが確認できる。 

しかしながら、当該訂正処理日に被保険者記録が確認できる同僚は二人い

るところ、その標準報酬月額については、遡及訂正された形跡は無く、記録

内容に不備等は見当たらない上、平成元年の定時決定（処理日は平成元年８

月 12 日）及び９月の随時改定において、いずれも標準報酬月額が上昇してい

ることが確認できる。 

また、Ａ株式会社は、平成３年３月 31 日に適用事業所ではなくなって

おり、事業主とは連絡が取れない上、申立期間当時の同僚で連絡可能な６

人全員に照会したが、回答を得ることができず、申立期間当時の経営状況、

厚生年金保険料の滞納の事実及び社会保険の適用状況等について確認でき

ない。 

さらに、申立人が資格を喪失した平成３年１月１日と同日付で資格を喪



  

失した同僚は４人確認できるところ、そのうちの３人の喪失時の標準報酬

月額が９万８,000 円と記録されていることが確認できるものの、遡った

減額訂正等の不合理な処理は確認できない上、このことについて申立人は

「勤務日数が週に２日から３日だった同僚がいたことを記憶している。」

と供述しており、当該同僚が給与支給額に見合った標準報酬月額であった

ことがうかがえる。 

加えて、申立人は、当時の給与の支払について「給料は銀行振込ではなく、

封筒に入れた現金を毎月 35 万円受け取っていた。」と供述する一方、「給与

明細書は無かったと思う。」とも供述しており、申立期間において、その主

張する標準報酬月額に見合う給与支給額及び厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間において、その主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6204 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年２月１日から 37 年２月１日まで 

    厚生年金記録を確認したところ、Ａ株式会社における新規資格取得日

が昭和 37 年２月１日となっているが、保有している厚生年金保険被保

険者証には 36 年２月１日と記載されているので、資格取得日を訂正し、

申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社から提出のあった社員名簿及び人事個人票（退職者）により、

申立人が同社に昭和 32 年１月１日に入社し、平成 12 年３月 31 日に退職

するまで継続して勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、Ａ株式会社は、「申立人は申立期間においてはＢ員（現

場採用の現場勤務者で正社員ではない。）であり、Ｂ員については、当時、

現場毎に社会保険加入の判断をしていた。」と供述している。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者証発行時に付番された記号番号は、

厚生年金保険手帳記号番号払出簿により、昭和 37 年３月６日にＡ株式会

社において資格取得した（申立人を含む）16 人に連番で付番されたもの

であり、他の 15 人の資格取得日は、37 年２月１日以降であることが確認

できる。 

さらに、上記 15 人の同僚の１人から提出された資料により、厚生年金

保険被保険者証の新規資格取得日欄には、当初、申立人と同じ「昭和 36

年２月１日」と記載されていたものの、当該被保険者証を発行した社会保

険事務所（当時）から、平成８年に取得年月日の訂正依頼の通知を受けて、

資格取得日を「昭和 37 年２月１日」に訂正されたことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



  

認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6206 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年５月１日から同年 10 月１日まで 

             ② 昭和 39 年 10 月１日から 40 年３月１日まで 

             ③ 昭和 44 年 12 月１日から 45 年９月１日まで 

     日本年金機構の記録では、Ａ株式会社Ｂ所に勤務していた期間のう

ち、申立期間①及び②の標準報酬月額が減額になっており、また、Ｃ株

式会社に勤務していた期間のうち申立期間③の資格取得時の標準報酬月

額が減額になっている。しかし両事業所とも在籍中に給与が下がった記

憶は無い。 

      調査の上、申立期間を正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は申立期間①及び②について、標準報酬月額の相違を申し立て

ているが、Ａ株式会社は昭和 46 年に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっており、事業主の住所も不明であることから、申立人の申立期間

①及び②に係る給与額や厚生年金保険料の控除額等を確認することはで

きない。 

    また、Ａ株式会社に係る事業所別被保険者名簿において、申立人の標

準報酬月額等の記載内容に不備は無く、標準報酬月額の遡及訂正等が行

われた形跡も無い。 

 さらに、オンライン記録による同僚の標準報酬月額の推移をみると、

複数の同僚も申立人と同様、申立期間前後において標準報酬月額が減額

になっていることが確認できる。 

 



  

  ２ 申立人は申立期間③についても標準報酬月額の相違を申し立てている

が、Ｃ株式会社は昭和 48 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ており、事業主の住所も不明であることから、申立人の申立期間③に係

る、給与額や厚生年金保険料の控除額を確認することができない。 

  また、申立期間当時申立人は、Ｄ株式会社（昭和 40 年 10 月入社）か

ら、Ｅ株式会社（昭和 46 年Ｃ株式会社に名称変更）に移籍しており、

出向元のＤ株式会社では、資料が無く保険料控除等を確認できないと回

答している上、Ｃ株式会社の同僚は、「Ｆ現場の閉鎖に伴い、Ｅ株式会

社が社名をＣ株式会社と変更し、閉鎖準備、閉鎖となったが、その後書

類等がどうなったかは、誰も知らないと思う。」と供述している。 

さらに、Ｅ株式会社に係る事業所別被保険者名簿を確認しても、申立

人の標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、標準報酬月額の訂正等が

行われた形跡も無い。 

 加えて、上記名簿により、同社で資格取得が確認できる申立人を含む

男性９人の資格取得時の標準報酬月額は７人が６万円であり、申立人の

８万円を下回っていることが確認できる。 

 

３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①、②及び③に係る標準報酬月額に相当

する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6207（事案 4047 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 27 年１月から 32 年１月まで 

前回の申立てでは認められなかったが、Ａで働いていた昭和 27 年７

月と同年８月に勤務先で写した写真が見つかった。昭和 27 年１月に、

株式会社Ｂの下請けでＣ区Ｄ町にあったＥに入社した。入社当初はＦな

ど数日で終わるような作業に従事していた。その後、ＧやＨの勤務先に

転勤となり、Ｉを運搬するＪの運転手として勤務していたので、申立期

間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人の申立期間については、ⅰ）オンライン記録において、株式会社

Ｂの下請けであった株式会社ＢのＫ所が厚生年金保険の適用事業所であっ

たとの記録は確認できないこと、ⅱ）申立人は事業主や同僚の氏名を正確

に記憶していないことから、申立人の勤務状況についての照会を行うこと

ができないこと、ⅲ）申立期間に係る厚生年金保険料が給与から控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料が無いほか、同社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名簿」という。）におい

ても申立人の氏名は見当たらないことなどから、既に当委員会の決定に基

づき、平成 22 年８月４日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が

行われている。 

今回、新たに株式会社Ｂに係る被保険者名簿において申立期間に被保険

者記録が確認できる 25 人（申立人から提出された写真に記載されている

姓の者 10 人を含む）に照会し、13 人から回答があったものの申立人を記

憶している者はいない上、この回答により株式会社ＢのＫ所に所属し、所

在が判明した同僚４人についても照会したが、回答のあった３人はいずれ



  

も申立人を記憶していない。 

また、申立人が氏名を記憶している同僚と今回提出された写真に写って

いる氏名の判明している同僚の二人の氏名は、当該被保険者名簿及びオン

ライン記録において被保険者として確認できない。 

さらに、株式会社ＢのＫ所に所属していた二人の同僚は、「当時は、Ｂ

のＫ所は、独立した事業所として厚生年金保険適用事業所の届出は行われ

ておらず、同班に所属の者は株式会社Ｂの被保険者として厚生年金保険に

加入していた。そのため、職種により社会保険加入は区々であり、事務職

であっても入社から４年くらい後に社会保険に加入となっている。」と供

述している。 

加えて、当該同僚のうち一人は、「当時は、Ｂ社員は一種、下請け業者

所属の社員は二種と区別されていた。一種の社員は入社時から社会保険に

加入していた。二種の社員のうち班の幹部及び労務係の社員は、一種の社

員と同様に社会保険に加入していることが分かったので、私は、自分から

申出をし、入社から４年後に社会保険加入となった。同時期に入社した同

僚でも年金記録が自分より数年後からとなっている者もあり、問い合わせ

があったことがある。経費節減のため現場の従業員については社会保険に

加入させていなかったかもしれない。」と供述しているところ、当該同僚

が記憶している現場のＪの運転手９人のうち５人については株式会社Ｂの

被保険者名簿及びオンライン記録において被保険者として確認ができない。 

このほか、株式会社ＢのＫ所でＪの運転手として勤務していた一人（株

式会社Ｂの被保険者としての記録が無い者）は、「自分は、昭和 30 年か

ら４年間くらいＬに勤務していたが、その期間の厚生年金保険の被保険者

記録は無い。当時は年金に関心が無かったので保険料を控除されていたか

どうかは分からない。年金記録は退社後に帰郷してから加入した国民年金

からとなっている。」と供述している。 

これらのことから、申立期間当時、株式会社Ｂの下請事業所においては、

従業員の社会保険加入についての取扱いは様々であり、必ずしも全ての従

業員を厚生年金保険の被保険者として届出が行われていなかったものと考

えられる。 

このほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6210 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年７月から８年２月まで 

    株式会社Ａに勤務していた申立期間の標準報酬月額は、９万 8,000 円

だが、給与は 50 万円ほど支給されていたので、標準報酬月額の記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る株式会社Ａにおける

標準報酬月額は９万 8,000 円とされており、申立人は当該期間に係る標準

報酬月額の相違について申し立てている。 

しかしながら、株式会社Ａにおいて、当時、社会保険事務を担当してい

たとする同僚は、「当該事業所は保険料の支払に困っており、従業員の報

酬月額は実際の支給額では無く、10 万円に交通費を加算した額で社会保

険事務所（当時）に届出をし、届け出た報酬月額に基づいて保険料を控除

していた。」と供述しているところ、オンライン記録では、申立期間当時

の厚生年金保険被保険者全員の標準報酬月額は、上記同僚が供述した内容

となっていることが確認できる。 

また、株式会社Ａの事業主は、「申立期間当時の厚生年金保険適用関係

資料は保存しておらず、申立内容について確認できず不明である。」とし

ている上、ほかの同僚からも申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除についての供述は得られない。 

 さらに、申立人の申立期間における厚生年金保険料の事業主による給

与からの控除額を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく



  

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6211（事案 4361 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 15 年４月１日から 16 年５月 18 日まで 

    Ａ株式会社での業務中に負傷し、休業していたが、その休業期間中に

同社から解雇された。労働基準法によれば、申立期間は労働者を解雇し

てはならない期間であり、厚生年金保険にも加入するべき期間であった

ので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人については、ⅰ）Ａ株式会社では、平成 15 年３月 31 日に雇用契

約期間満了に伴う雇い止めをしたとしていること、ⅱ）同社における雇用

保険被保険者記録は同年３月 31 日までとなっていること、ⅲ）申立人自

身が、申立期間に係る厚生年金保険料を控除されていないとしていること、

ⅳ）同社提出の賃金台帳において、申立期間に係る厚生年金保険料控除の

記載が無いこと等から、申立人は、厚生年金保険被保険者として、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認める

ことはできないとして、既に当委員会の決定に基づく 22 年 10 月 14 日付

け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の申立てに当たって、当委員会からＡ株式会社及び申立人に照会し

たところ、同社では、申立期間において、申立人に給与は支給しておらず、

申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除していないこと、また、申

立人からも、申立期間に係る勤務実態及び給与の支給は無く、厚生年金保

険料を給与から控除されていなかったことを確認した。 

また、申立人の住所があるＢ区からの回答文書によれば、申立人は申立

期間について、国民健康保険に加入していたことが確認できた。 

なお、今回の申立てにおいて、Ａ株式会社から提出された平成 23 年３



  

月３日付けの当委員会への「依頼書」において、申立期間に係る厚生年金

保険料を遡及して納付することで、同社は申立人と合意したので、申立人

の申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい旨記述され

ているが、厚生年金保険の記録訂正に当たっては、申立期間当時の勤務実

態及び厚生年金保険料控除の事実確認が求められるところ、当該「依頼

書」には、この事実が確認できないことから、申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めることはできない。 

そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6212 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32 年９月１日から 33 年９月１日まで 

株式会社ＡのＢ工場（Ｃ区）に昭和 32 年９月から 33 年９月まで勤務

していたが、この期間の記録が無い。厚生年金保険料を健康保険料と同

時に控除されていた。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の供述により、期間の特定はできないものの、申立人が当時、株

式会社ＡのＢ工場に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人は、申立期間における株式会社ＡのＢ工場の勤務

形態は、半年ごとの雇用契約のＣ員であったと供述しているところ、複数

の従業員は、「申立期間当時、Ｃ員又はＤ員は厚生年金保険に加入してい

なかったと思う。」とし、申立期間に、同社の厚生年金保険被保険者とし

て記録のある者の一人は、｢４月の学校卒業と同時に入社した人は、正社

員の扱いで社会保険料も徴収されていたが、申立人のように、途中入社の

人は、厚生年金保険に入っていなかったと思う。｣と供述している。 

また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6214 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年３月１日から同年 12 月 31 日まで 

    Ａ株式会社で代表取締役として勤務していた期間のうち、平成９年３

月１日から同年４月１日までの標準報酬月額 59 万円及び同年４月１日

から同年 12 月 31 日までの標準報酬月額 36 万円が、同年３月１日に遡

って９万 8,000 円に引き下げられているのはおかしい。訂正前の記録に

戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の厚生年金保険の標準報酬月額は、当

初、平成９年３月は 59 万円、同年４月から同年 11 月までの期間は 36 万

円と記録されていたところ、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事業所でな

くなった同年 12 月 31 日より後の 10 年２月 19 日付けで、申立人のみの標

準報酬月額の記録が遡及して引き下げられており、９年３月から同年 11

月までの期間の標準報酬月額が９万 8,000 円に訂正されていることが確認

できる。 

しかしながら、申立人は、Ａ株式会社の商業登記簿謄本から申立期間当

時、代表取締役として同社に在籍し、厚生年金保険の被保険者であったこ

とが認められる。 

また、申立人が提出したＡ株式会社に係る平成９年３月５日から同年

12 月 30 日までの記録が記載された当座勘定取引明細書兼残高一覧表によ

ると、同年６月、同年 11 月、同年 12 月の各月の社会保険料が未納になっ

ており、滞納保険料があったと認められる。 

さらに、申立人は、「当該遡及訂正を行った者は、Ａ株式会社が会計事

務を委託していた社外の会計事務員である。」としているものの、当該会



  

計事務員は、「自分はＡ株式会社の会計事務を受託していたが、社会保険

事務を受託していなかった。給与計算と社会保険事務は代表取締役である

申立人が行っていた。」と、回答している。 

加えて、申立人自身も、「当時、私はＡ株式会社の経営責任者であり、

社会保険事務手続を行っていた。また、会社印鑑はほかの者に貸し出した

ことはなく自分で管理していた。」と供述していることから、自身の標準

報酬月額の減額に関与していなかったとは考え難い。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ株式会社の代表取締

役であり、事業主として当該事業所の経営の指揮を執っており、会社の業

務として行った当該行為について有効なものでないと主張することは、信

義則上許されず、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額

に係る記録の訂正を認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6216 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨     

申 立 期 間 ： 昭和 39 年６月１日から 40 年５月 30 日まで 

    昭和 39 年６月１日から 40 年５月 30 日まで、Ａ所(現在は、Ｂ所)に

Ｃとして勤務したが、厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人が提出した写真から、期間の特定はできないものの、申立人が

Ａ所に勤務していたことはうかがえる。 

  しかしながら、Ａ所の申立期間当時の事業主は、「申立期間当時、会

社は厚生年金保険の適用事業所となっていない。」と回答しており、適

用事業所名簿の記録でも、同社(適用事業所名簿での名称は、社名変更

後のＢ所)は、昭和 62 年４月 14 日に厚生年金保険の適用事業所となっ

ており、申立期間当時は適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、Ｂ所の事業主は、「平成 17 年に店舗を解体し、店舗解体時に

帳簿類は処分した。申立期間当時の書類は残っていない。」と回答して

おり、申立人の厚生年金保険の適用状況等について確認することができ

ない上、厚生年金保険料を事業主より給与から控除されていた事実を確

認できる給与明細書等の資料も無い。 

  さらに、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 6217 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間について､厚生年金保険被保険者としてその主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年 11 月１日から 48 年９月１日まで 

② 昭和 50 年２月８日から同年 10 月１日まで 

    国（厚生労働省）の記録では、昭和 47 年 11 月のＡのＢ支店から同社

Ｃ支店の異動時と、50 年２月８日の同支店からＤ本社へ異動した際に、

それまでの標準報酬月額から減額されているが、給与が下げられた事実

は無いので納得がいかない。調査と記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②について、Ａ株式会社Ｂ支店から同社Ｃ支

店への異動時及び同社Ｃ支店から同社Ｄ本社への異動時に、それぞれ従前

の勤務地で記録されている標準報酬月額よりも減額されていると申し立て

ている。 

しかし、Ａ株式会社Ｃ支店及び同社Ｄ本社において被保険者資格を取得

した際の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されている標準報酬月

額は、オンライン記録と一致している上、Ａ株式会社が加入しているＥ基

金の加入員台帳によれば、申立期間①及び②ともオンライン記録と一致し

ていることから、それぞれの事業所が社会保険事務所（当時）にオンライ

ン記録どおりの届出を行っていたことが認められる。 

また、Ａ株式会社は、申立期間当時の資料については既に破棄している

ため、当時の状況については不明であるとしているものの、異動に伴い異

動前の事業所で支払われていた時間外手当等の変動賃金及び現物給与等に

ついては、新たに被保険者資格を取得する本社及び支店では標準報酬月額

を決定する際の賃金には含めていなかったとしていることから、申立人の



  

ように人事異動に伴い標準報酬月額が下がることはあり得るとしている。 

さらに、申立人は入社して以来本俸が下がったことは一度も無く、標準

報酬月額が下がることはおかしいとしているところ、申立人が提出した申

立期間当時の給与内容のメモに記載されていた基本給に見合う標準報酬月

額はオンライン記録と同額かそれ以上の金額であったことが確認できるこ

とから、事業主は申立期間当時の基本給をもとに標準報酬月額を決定して

いたと推認できる。 

加えて、申立人も給与明細書等を所持しておらず、このほか、申立人の

申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人の申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 



  

埼玉厚生年金 事案6218 

 

第１  委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２  申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ： 

 

２  申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和34年４月14日から38年９月21日まで 

私の姉もＡ株式会社Ｂ工場において脱退手当金を受け取っていたので、

脱退手当金の制度については知っていた。しかし、私については、厚生

年金保険はつながることを知っていたので、同社の厚生年金保険を脱退

などしないし、脱退手当金も受け取っていない。 

第三者委員会で調査の上、当該記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を

意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間に係る脱退手当

金の支給額に誤りも無い。 

また、厚生年金保険被保険者資格喪失日から１か月も経過しない昭和38

年10月15日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


